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研究成果の概要(和文)：組織の業績基準をめぐる不確実で不安定な状況がむしろ組織の有効性

に寄与するという逆説的業績モデルを日本企業においてマクロとミクロの２つのレベルで検証
することが本研究の日的であった。まず、マクロレベルでの検討を行うため、マスコミの記事

を使って業績指標の重要度の変化を検討した結果、業績指標の「逆説的」状況は1二1本企業にお
いても一定程度確認された。つぎに、倒産企業と継続企業が有価証券報告書で用いた業績指標

の比較を行った結果、両者の問に業績指標の種類と変化に大きな違いは見られず、業績指標の
「弾説的｜状況が組織有効性に寄与することをミクロレベルで)確認することはできなかった。
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１．研究開始当初の背蓑

1990年代以降発展した戦略的人的資源管理
論（SHm{論）は、企業業績に対する新たな学

問的関心を引き起こしたが、企業業績概念に

ついての不一致や業績基準や測定方法を巡
る混乱などの問題が指摘されている。組織業
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見られることを確認する。紙研究は19601970年代に朧んに行われたが
１９７０年代中ごろ以降衰えたのは、上記のよう
な業績概念と測度をめぐるⅡ}]題が原因であ
った。SHRM論はまさにこの「業績問題」に直
面している。そして、雄紙概念をめぐる問題
が解決されない限りＳＨＲＭ論も過去の業績研
究と同じ運命をたどるであろう。
「業績問題」への対処としては、業績概念そ
のものを科学的研究の対象から除外すべき
とする極端な'1K場がありうる。しかし、もう
つの考え方は、企業内の人々が業績問題に
ついて何らかの解決に至るプロセスに焦点
を当てることである。その－つが、Meyerand

Gupla（1994）の逆説的堆紙モデルである。
彼らは、業績基準をめぐる不確実で不安定な
状況を当然のこととした上で、むしろそれが
組織の有効性に寄与するという考えを示し
ている。「業績とは何か」が'ピ砿にわからな
いからこそ組織コントロールが維持される
という貝方である。

４（０｢究成采

まず、逆説的業績モデルの理論的根拠をU1確
にするため、ルーマンのシステム論の視点か
ら企鵬堆統概念の整理を行なった。この視点
からすると、企業は社会システムの価とし
て位llrtづけられるので、企業業紙もシステム
論の視点から、つまりシステム合J'１１代の一顧
として盤ｆｌｕすることができる。この概念によ
って、組織有効ft概念をめぐる自然モデルと
目標モデルの対立は、環境の複雑'１kを把握す
る能ﾉﾉの段階的な違いへと相対化される。そ
して、システムの存続にとって異なるプログ
ラミング形式の併川や切り替え、つまり,１１J次
のコントロールが重要であるとすれば、複数
の矛研した業績指標の併存や変化が$１１縦有
効Ｉ化に寄与するという逆説的業紙モデルの
誓え〃もシステム合理性という点からJ1l解
可能となる。この結果は、経常行動科学学会
第’１１１１１年次大会において発表された。
つぎに、マクロレベルでの検討を行うため、

多様な業績指標を歴史的に比較できるとい
う点から、マスコミの記事を使って紫紙指標
の砥奥度の変化を探索するとともにUJL存の
データベースに基づいて業績指標ｉＩＩｊの関係
を検制した。その結果、（１）数多くの測度が
｢lif(|;し、かつ哨加している、(2)文iliIl的な測
度が術に変化している、(3)業紙i1ll度のｌｌｌｌの
ｲⅡBLIがIIfい、という３つの仮説のうち(2)と
(3)がほぼ支持された。以'二の結染から、逆
説的堆紙モデルの想定する業績指標の「逆説
的」状況はＨ本企業においても一定縄度確認
された。この結果は、経営行動科学学会第１２

[iI1ｲﾄﾞ次入会において発表された。
さらに、ミクロレベルでの検討を行うため、
倒i償企業１０社の倒産前５年１１１１と業祁等のい
くつかの基準でマッチングさせた継続企業

|()社の|剛時期の５年間の有Illili1Ii券Ｎｉ告｢'ドデ
ータにjilきづいて、各企業が報告iI｝の１１｢でⅡ］い

た業紙指標の種類と変化を比鮫した。その結
采、倒産企業と継続企業の間に業紋指標の種
類と変化に大きな違いは見られず、業紙指標
の「逆説的」状況が組織の生存という点で組
織ｲ｢効性に寄与することをミクロレベルで
確認することはできなかった。

２．研究の曰的

本研究は、業績の上位概念として組織有効性
を位置づけ、組織内で行われている業績のプ
ロセスの実態とそれが細織有効性にもたら
す影響を日本企業への,iMI盃によって実証的
に明らかにする。つまり、１１本企業について
マクロ（|玉|）とミクロ（||,'ililIl企業）の２つの
レベルで逆説的業績モデルを検討し、その妥
当性を明らかにする。

３．、研究の方法

(1)マクロレベル：日本企業にとって業績と
は何か、どのような業紙｣鰹|隆が選ばれて来た
かを、マスコミの記事、′学術研究をもとに時

系列的に分析し、業紙ﾉ鰹|(iの変化を検討する.
他方で、製造業の企業全体に関する集積され
た実際の業績データを収集する。その上で、
選択された業紋難?Ｉｌｉの変化とその蝶準にお
ける実際の業績の変化を'1#系列的に比較し、
１１吋者の対応関係を明らかにする。また、使わ
れている業績基準が多嫌であるとともに、そ
れら相互の関係が高くないことを明らかに
する。とりわけ、時間的に前後する業績基準

間にそのような関係が見られることを確認
する。

(2)ミクロレベル：製造業に属する個別企業
について、業績とは何か、どのような業績基
準が選ばれて来たかを、内外|〈]]けの報告書を
もとに時系列的に分析し、堆絞基準の変化を
検討する。その｣1で、選択された業績基準の
変化とその基準における実際の業績の変化
を時系列的に比較し、’'１１iffの対応関係を明ら
かにする。また釿使われている業績基準が多
様であるとともに、それらH1且の関係が高く
ないことを明らかにする。とりわけ、時間的
に前後する業績基準IHIにそのような関係が
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